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論 文 内 容 の 要 旨
1.本 論文は、意識調査によって見られる青少年の非行意識と、同 じく意識調査によって見
られる種々の社会的制裁に関する認知の変動 との対応を解明することによって、将来にお
ける、社会的制裁が非行に対 して持つ抑止力の解明にせまろうとするものである。
認知的要因に関する調査は、単に制裁に関してのみではなく、制裁をして非行に対す る
抑止効果を もたらしうる為の条件 となりうる諸項 目にひろげ られることによって、青少年
の非行意識に関する一種の要因分析を目指すものとなる。
2.論 文の構成は次の通 りである。
序 論
1犯 罪の非行に関する伝統的研究
∬ 本研究の視点と目的
皿 公的 ・非公的制裁の犯罪 ・非行抑止に関する諸論と本研究の課題
第1章 不正行為の抑止 ・促進に関する規定要因の分析一その1
第2章 不正行為の抑止 ・促進に関する規定要因の分析一その2
第3章 初犯少年の発覚、逮捕、罰に対する犯行前認知
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1第4章 青少年の道徳判断一 動機、結果を軸とした、悪さの判断、罰の判断、刑
罰の判断、行為選択の分析
第5章 犯罪に対する青少年の認知一 刑罰の重 さ、悪さの度合、恥の度合、発覚
の可能性についての評定
第6章 非行抑止力としての社会制裁の測定一その1。 各種社会的制裁の威嚇力の
尺度化
第7章 非行抑止力としての社会制裁の測定一その2。 各種非行に対する社会的制
裁の抑止力
第8章 非行及び社会的制裁に対する青少年の認知様式と行為判断
結 章
3.本 論文の内容
序論では、伝統的な犯罪 ・非行研究を概観す る。そこには、個体の特異性や異常性に焦
点を置 く、人類学的、生物学的、精神医学的、心理学的方法による研究と、個体を取り巻
く環境面(文 化面)を 重視する社会学的方法による研究 とが見出せるが、そのいずれもが
必ず しも経験的妥当性を持ちえないことが指摘 され、ここから、犯罪 ・非行に対する媒介
変数としての、個体の認知的諸条件の重要性が推論 される。
更に、認知的諸条件の中で も、犯罪 ・非行を行ない、これが発覚 した際の各種の制裁を
あ らか じめどのように認知 しているかが最 も中心的課題 となることを主張する。
制裁の抑止効果に関する実証的研究は、極 く最近に着手 され始めたが、それ らの多くは
社会心理学的観点を無視 した 「犯罪統計」のみからの分析であったり、罪種や制裁の内容
に偏りがあったり、あるいはあまりにも人為的な実験場面に依存 しており、現実場面への
一般化を制限 している等の問題点が認められる。 この種の欠陥を補ない、青少年において、
社会的制裁ならびにこの認知を取 り巻 く他の認知的諸条件が、意識における非行の抑止 と
如何に対応するかを分析することが、本論文の目的であるとされる。
第1章 では、都立私立高校2年 生男子406名を対象とし、不正行為の発覚見込みの大小
及び発覚 した場合の予想する罰の軽重が、その不正行為を行なうか否かの判断 と有意に関
連することを検証 しようとす る。(1969)
結果は、予想された相関関係を示す と共に二要因の加算性を示すが如 く、高い重相関的
様相をも示 した。またこの際、それぞれの不正行為を、それぞれの条件下で、同年令の他
の男子が行なうか否かをも尋ねたところ、その結果 は、自己が行なうか否かとの間に高い
相関を示す ことも見出された。
第2章 では、上述の対象者に対 して、学校の成績、親の有無及び職業と地位、授業への
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難易感、怠学 ・退学要求、家庭への不満、希望進路、進路への努力度、更には小遣額とそ
の充足度を調べ ることによって、現状への不適応、将来の低目標、及び目標への努力放棄
の者ほど、不正行為を行なうという傾向を検証 しようとし、結果 として、ほぼ予測する方
向への相関を見出している。
第3章 では、14才以上20才未満で、昭和45年8月中に全国の警察署で初めて検挙 された
男子初犯少年中、過失犯、公安事件な らびに身柄送致事件にかかわる者を除いた2712名を
対象として、検挙時に質問紙調査を行ない、犯行に先立って、発覚、逮捕、処分について
どのように認知 していたかを調べ、逮捕の可能性や処分については、何 も考えなかった者
が5割 を越えていることを見出 している。
第4章 では、9種 の盗みと1種の暴力場面のそれぞれに対 して、動機 良で加害 大、
動機 悪で加害 小の二文を作り、どちらが悪いか、重 く罰すべ きか、刑罰が重いか、自
分ならどちらを行なうかの各4問 を、小学6年 生114名、中学2年 生97名、高校2年 生133
名、大学生99名(いずれ も男子のみ、1971～1972)に課 し、一種の道徳意識の様態を明ら
かにしようとする。 この結果、刑罰の重 さと道徳的な悪さの度合の認知 との関連はさほど
大きくなく、行為選択との関連では、刑罰の重 さより、悪さの度合の認知の方が強く結び
ついていることが見出された("悪い"ほ ど"し ない")。
しか しなが ら第5章 において、動機を示さずに罪質のかな り異なる犯罪15種を中学2年
生278名、高校2年 生304名,大学生304名(男女共、1973～1974)に示 して、予想 される
刑罰、道徳的な悪さの度合、発覚時の恥か しさ、及び発覚の度合を評定させ、それ らへの
応答間の相関をみたところ、悪さの度合 と刑罰 との間にかなり高い正相関が見 られた。な
お刑罰と恥、悪さと恥との間の相関はあまり高くな く、恥の意識が、悪さや刑罰の予想と
は若干異なる意味を持つ ことが暗示された。
第6章 では 「制裁」の認知論的側面を多少とも解明すべ く、 これを、法執行機関による
公的制裁と、家庭、学級、学校、将来の進路等にかかわる非公的制裁とに大別 した上で、
前者について3種 、後者について5種 の制裁文を作製 し、中学2年 生男子195名、女子172
名、高校2年 生男子261名、女子218名、大学生男子71名、女子104名の計6群 のそれぞれ
に対 して、発覚 し、その制裁を受けた場合にどちらがよりつ らいかを一対比較法で答えさ
せることによって、各制裁のつらさの尺度化を試みている。結果は、性別、年令により若
干の違いがあるが、「少年院や刑務所 に入れ られる」という公的制裁と同時に、「家族との
関係がまず くなる」という非公的制裁 もまたかなり"っ らい"とする意識が明 らかにされ
た。また、「クラスの友達 との関係が非常にまず くなる」ことは、男子においてよりも女
子において、よりつらいものであることも示された。(なお、「先生 との関係がまず くなる」
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ことは、中学生を除けば、最低のつらさであった。)
第7章 では、第6章 と同一の対象者に対 して、6種の非行場面(動 機なし、加害度明示)
を示 して、 もしそれ らの非行を行ない、かつ発覚 した場合に、第6章 に用いた8種の制裁
(公的及び非公的)の それぞれを、どの程度受けるかを評定させることによって、各非行
場面に対 して8種 の制裁が、どのような重みで結びつ くかを知ろうとする。いいかえれば
各非行ごとに、又総体的に、いかなる制裁が抑止効果を持 ちうるかに関 して、間接的なが
ら情報を得ようとす るものである。結果は、「家族との関係」「友達との関係」「将来の進
学や就職」の悪化という非公的制裁が、むしろ公的制裁を上まわって、非行抑止効果を持
ちうる可能性が示唆された。 しか し一方、非行を起 こしがちな者においては、既にこれら
の関係を悪化させて しま6て いることも考えられ、そのような場合には制裁が制裁として
の機能を発揮 しえないことにもなろう。
そこで第8章 において、今までに多少 ともばらばらに検討 して来た認知的諸側面を総合
的に取りあげ、それらを"非 行を行なうか否か"の判断と対応させることによって、たと
え意識内においてにせよ、如何なる認知的要因ないしその組合せが、抑止的効果を示す方
向での相関を示すかを明 らかにしようとする。従 ってここでは、7種 の非行場面が示され、
その各々に対する"行 なうか否か"の 行為判断が従属変数風に求め られ、これに対 して、
同年令の他者がどの くらい行なうか、発覚の可能性、その非行の悪さの度合、発覚時の各
種社会的制裁の可能性、各種社会的制裁のつらさの度合、及び対人関係や将来への展望な
どへの評定の結果が、どのような関連を示すかを知ろうとする。そ してここまでに個々に
見てきた傾向が、それぞれ他要因との組合せの下でも再確認 しうると同時に、より高次の
要因間の交互作用を も明らかにしようとするものである。対象は中学2年 生869名、高校
2年生1057名(男女とも、1983)主要な結果は以下の通 りであった。即ち、与えられた非
行場面に対 して、行なうと判断 した者は、行なわないと判断 した者に比 して、他者がより
多く行なうと推測 し、発覚の可能性を低 く見積 り、その行為を悪 くない方に評定する。種々
の社会的制裁に関 しても、発覚 した場合に受ける可能性は小さくそのつらさも低 く評定 し
ている。
とりあげた社会的制裁のすべてが非行抑止方向への相関を示 しているが、予想通 り、非
公的制裁の方が公的制裁よりも、 この傾向が強かった。またこの一般的傾向からの逸脱を
示す者ではすでに家族や教師との対人関係が悪 く、また改善の意欲も見 られなかったり、
将来の目標が不明瞭で、努力を放棄 しているなどの傾向が見出された。
以上を踏まえて結章では、非行抑止に対する社会的制裁の役割が論考 され る。即ち、非
行を抑止させるためには、まず最初に、非行は制裁が予定 されている行為であることを十
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分認知させる必要があろう。初犯少年において犯行前、警察による逮捕、捕まった後の処
分にっいて、何 も考えていなかった者が過半数を越えており、もし、事前にこれ らを十分
認知 しておれば、犯行におよばなかった者はかなりいたと思われる。
次に、制裁等を認知 していて も、その認知のあり方によっては抑止力は生 じない。他者
の多 くも行ない、発覚 しない、当該行為は悪 くはない、発覚 しても社会的制裁を受ける可
能性は小さい、社会的制裁を受けてもつ らくはない、 という認知様式である。この場合、』
これと逆の認知様式、即ち、他者で行なう者は少ない、発覚する可能性は大きい、当該行
為は悪い、発覚 した場合社会的制裁を受ける可能性は大 きい、社会的制裁を受 けた場合つ
らい、という方向に変えていかねばなるまい。そして、社会的制裁の中では、特に 「家族
との関係」、「クラスの友達との関係」、「将来の進学や就職」という非公的制裁の期待値が
上がるような認知様式が必要であろう。 これ らの非公的制裁は、対人関係の中で生じるも
のであり、対人関係がまずかったり、接触する人々が非行に許容的であったりした場合、
非公的制裁が非行抑止機能を発揮 しえない場合がある。 この場合、対人関係の改善や接触
す る人々の態度改善が必要となろう。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、現実社会に多発 している犯罪 ・非行を、如何なる手だてによって抑止 しうるか
という問題を明瞭に見据えつつ、その問題解決の基礎となりうるであろう青少年の非行観 ・
制裁観、さらにはそれら1と深いかかわりを持つことが予想され る認知的諸条件を調べ、それ
等の問の有意な関係を明らかに しようとするものであった。
序論が述べる如 く、従来の研究の多 くは、犯罪 ・非行の要因 として、時には生得的内因の
みを重視 したり、又時には逆に生育環境等の外因のみを重視 し、予測の経験的妥当性を高め
得てはいなかった。すべての行動にとって、内因と外因 との複雑な相互作用への着目こそが、
予測の妥当性を高めうる法則の発見を可能にすることが、今や概念的には常識化 しつつある
とはいえ、特定の、 しかもかな り微妙な研究法を必要 とす る 「犯罪 ・非行」の領域において、
この内 ・外因の相互作用を明らかにしようとすることは、単に 「犯罪 ・非行」の領域のみな
らず、人間の社会行動「般の要因論的解明にとって も、大 きな意義を持つものといえよう。
社会行動は常に、生得的条件を基礎としつっも、それを変化 ・発展させて作 られた現在の
内的条件 と、現在までの自己を取り巻 く外的環境条件のもとで、自己の現状についての認識
と、未来の自己への予想を作りあげ、その認識 ・予想に規定されながら遂行 されると言えよ
う。 そして 「犯罪 ・非行」に於ては、この認識 ・予想の直接の対象は、自己を価値的に取り
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巻 く家族 。学級 ・学校 ・未来の進路であり、行動目録内の諸行動に対する価値観であり、発
覚の予想であり、またその人間の抱く制裁観であると見なす本研究のアプローチは、従来の
要因論に比 して優れている。そ してまた調査結果の多 くは、かかるアプローチの有効 ・適切
さを明らかにするものであった。
又、本研究の結果は、その目的およびその背後にある論考か ら当然とはいえ、従来の研究
結果が持つ不備を、単に否定 しさるのではな くて、一定の条件のもとでは妥当性を持っ こと
を明 らかにしている。例えば、単純に劣悪環境がそのまま 「犯罪 ・非行」の規定因にはなり
えないが、それが一定の認知的要因と結合 した時に、初めて予測的価値を持つことになるの
である。か くして 「犯罪 ・非行」は、それを行なう者が持つ条件を知ることによってより精
密に予測 しうるようになると同時に、人間社会の状態の変化、極言すれば広義の教育によっ
て抑止可能 となるという視野が、ひらけたことになろう。.
更に本研究は、今後の 「犯罪 ・非行」研究の方向性に対 して、多 く貢献を与えている。即
ち、本研究の結果 か らは、「犯罪 ・非行」の研究に於ては、表面的要因の幾つかを部分的に
取り上げ、それらと特定行動の発生の有無との相関を追求するだけでは明らかに不十分であっ
て、常に認識構造の全体性を視野に入れていなければならないであろう。
本論文は 「犯罪 ・非行の抑止」に関する一種のパイオニア的研究である。そこには幾つか
の不備 ・欠点を見出 しうる。
筆者が、従来の生得内因決定論および外的環境決定論を種々の根拠で否定することはうな
ずけるとして も、 この論考を直ちに 「自由意志論」へと発展させることは明 らかに暴論であ
る。幸いにして この論考 は、後の実証的研究の妥当性 ・信頼性とはかかわっていない。併 し、
今後の研究の進展のためには、将来克服されなければならない粗雑さの一例であろう。
また本研究は、筆者も熟知 していることとはいえ、第3章 の研究を除けば、取りあげてい
るものはすべて、「非行行動」ではなくて、「非行意識」あるいは 「非行観」である。つまり
作成された質問紙の質問に対す る言語的応答との相関研究にとどまっている。このことは、
技術的方法的制約によるものであって、直接に論文の不備を示す ものではないが、本研究に
よって得 られる結論を、どこまで一般化させるかに関 して、慎重さを必要とすることになる。
今後、 この一般化を直接に検証 しうる研究が、本研究に触発され、発展することを希みたい。
そ してこの要望は、単に研究を本論文の如 く要因論的に見て、グループの平均値や百分率の
みを指標に用いるだけではなくて、ケーススタディを も必要とすることを内包すると考えう
る。いずれにせよ意識 と行動との関係の把握が、今後の課題として大きく残されている。
更には、これまた技術的方法的制約として多少ともやむをえなか ったにもせよ、仮説検証
の論理 に幾つかの粗雑 さを指摘 しうる。本研究の中心ともいえる第8章 は、それに先立つ諸
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章で部分的に検証 しえたことを総合 し、要因間の交互作用をも明 らかにすることが目指され
ているが、実際の研究手続きや結果の解釈は、必ず しも上記目的には適さない論理に従って
いる点が見られる。これまた今後の研究において、解決 されることを希望 したい。
繰 り返 していえば本論文は、重要性を指摘 されなが らも未開発であった 「犯罪 ・非行の抑
止」に関するパイオニア研究である。本研究によって初めて、今後の研究がふまえなければ
ならない前提や、工夫 し開発 しなければならない方法 ・手続きが、具体的に明瞭にされたの
である。 そして、幾つかの不備にもかかわらず、一定範囲における(意識、ないしは認知構
造内での首尾一貫性)「抑止」にかかわる有効 ・適切な結果を見出している。
よって、教育学博士の学位を授与することを適当と認める。
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